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資料① 合併の方式 

 

市町村合併とは、地方自治法第７条第１項に規定する「市町村の廃置分合」の一形

態を指し、また、市町村の合併の特例に関する法律（合併特例法）第２条第１項では、

「２以上の市町村の区域の全部若しくは一部をもって市町村を置き、又は市町村の全

部若しくは一部を他の市町村に編入することで市町村の数の減少を伴うもの」とされ

ています。 

 

合併の方式としては、新設合併（いわゆる対等合併）と編入合併（いわゆる吸収合

併）の２つに分けることができます。『新設合併』は２つ以上の市町村が一緒になっ

て新しい市町村をつくるかたちで、『編入合併』はある市町村の区域の全部または一

部を他の市町村に編入するかたちです。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ町 

 
Ａ町 Ｂ村 

Ｃ町 

Ｂ村 
 
Ａ町 

例)A町がB村を編入します｡この場合A町は存続

し､B村の法人格は消滅します｡ 

例)A町とB村が合併し､新たにC町をつくります｡

この場合A町とB村とも法人格は消滅します｡

一般的に、規模がほぼ同等の市町村が合併する場合や、多くの市町村が一度に合併

するような場合には新設合併の方式がとられ、規模が相当に異なる市町村が合併する

場合には編入合併の方式がとられることが多いようです。 

しかし、異なる規模の合併であっても、あえて｢すべての住民が同じスタートライ

ンにたって新しいまちづくりを行う｣として、新設合併を選択した例や、対等の立場

で議論を進めつつ合併方式としては編入合併を選択するという考え方もあります。 
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新設合併と編入合併の比較 

 新設合併 編入合併 

定 義 

２以上の市町村の区域の全部若し

くは一部をもって市町村を置くこと

で市町村の数の減少を伴うもの。 

市町村の区域の全部若しくは一部を他

の市町村に編入することで市町村の数の

減少を伴うもの。 

法人格 新たに法人格が発生する。 編入する市町村の法人格が継続する。

合併市

町村の

名称 

新たに制定する。 編入する市町村の名称とすることが多

いが新たに制定することもできる。 

事務所

の位置 

新たに制定する。 通常は編入する市町村の事務所の位置

となる。 

市町村

の長 

合併関係市町村の長は失職し、50

日以内に設置選挙を行う。 

編入する市町村の長は変わらず、編入

される（消滅する）市町村の長は失職す

る。 

原
則 

全員失職し、50日以内に設置選挙を

行う。 

編入される市町村の議員は失職する。

定数が増えれば50日以内に増員選挙を行

う。 

議
会
の
議
員 

特 

例 

① 定数特例 

定数の２倍以内で設置選挙を行

う。 

② 在任特例 

全員が最長２年間在任する。 

① 定数特例 

編入される市町村ごとに増員選挙を

行う。 

② 定数特例＋定数特例 

合併時に定数特例で増員選挙を行

い、これに続く最初の一般選挙も定数

特例により行う。 

③ 在任特例 

編入される市町村の議員は、編入す

る市町村の議員の残任期間だけ在任す

る。 

④ 在任特例＋定数特例 

合併時に在任特例を適用し、これに

続く最初の一般選挙を定数特例により

行う。 

原
則

全員失職し、新たに選挙及び選任す

る。 

編入される市町村の委員は失職する。
農
業
委
員
会
の
委
員 

特 

例 

選挙による委員のうち、合併市町村

の農業委員会の委員の被選挙権を有

する者は10～80人の範囲で１年以内

の間、在任できる。 

編入される市町村の委員（選挙）のう

ち、合併市町村の農業委員会の委員の被

選挙権を有する者は40人の範囲で、編入

する市町村の委員の残任期間在任でき

る。 

特別職

の職員 

消滅する合併関係市町村の特別職

の職員は全員失職する。（新たに選任

する。） 

編入される（消滅する）市町村の特別

職の職員は全員失職する。 

条例・

規則 

消滅する合併関係市町村の条例・規

則は全て失効する。(新たに制定す

る。) 

編入する市町村の条例・規則を適用す

る。（合併に伴い必要な改正を行う。） 
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資料② 合併の期日 

 

合併の期日とは、合併協定書を締結した日や各市町村議会が廃置分合の議決をした

日ではなく、道議会の議決や国への所要の手続きを経た後、実際に合併する日のこと

をいいます。 

合併の期日決定については、住民との意見交換及び合意形成に要する期間、住民生

活への影響、合併時に予定される事務事業又は公的行事との関係、協議会の協議の進

捗状況、首長・議会議員の任期、合併時の事務処理・引継ぎの利便性等を総合的に勘

案して判断することが必要です。 

 

１ 合併期日決定の留意事項 

○ 合併特例法による財政支援を受けることとすると平成17年３月31日までに合

併をする必要がある。 

○ 合併するためには、両町の各議会における合併の議決、県知事への申請、県議

会での議決、知事の決定、知事から総務大臣への届出、総務大臣の告示などの様々

な手続きが定められており、この期間として約６カ月程度の事務的な期間が必要

である。 

○ 住民サービスの事務執行上（現在の電算処理システムの移行及び決算処理等）、

住民に支障の少ない時期を想定して定めることが必要である。 
 
２ 合併までの流れ 
 
任意合併協議会での協議 

 
 
 

法 定 協 議 会 の 設 置 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

合 併 協 定 書 の 調 印 
↓ 

３町村議会での合併の議決 
↓ 

知 事 へ の 合 併 申 請 
↓ 

道議会の議決と知事の決定 
↓ 

総 務 大 臣 の 告 示 
↓ 

新 町 の 誕 生 

約
６
カ
月 

約
１４
カ
月 

約
２
カ
月 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

・基本的事項、まちづくりの方向性 

・３町村合併の意義 

・行政サービスと住民負担の比較検討 

・住民の意向把握 
法律に基づき議会の議決を経て設置し、

市町村建設計画や協定項目を協議。 
協定項目 
・合併の方式  ・合併の期日 
・新町の名称  ・新町の事務所の位置 
・議員の定数及び任期の取扱い 
・特別職の身分の取扱い 
・地方税の取扱い  その他計約23項目 

合併の準備 
・事務調整票作成 
・条例、規則等の整

備 
・電算システム統合 
・庁舎等の改修 
・各課の事務引継ぎ 
・その他、必要な準

備、調整等 

合併申請及び特

例事項を、議会で議

決。その後、知事に

合併を申請。知事は

道議会の議決を経

て合併を決定し、総

務大臣へ届出を行

う。総務大臣が告示

を行い、合併の効力

が生じる。 
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資料③ 新町の名称 
 
新設合併の場合、新たに法人格が発生するため、新しい市町村の名称が必要となり

ます。 
これに対し編入合併の場合は、基本的に編入する市町村の名称を使用しますが、新

たな名称に変更することもできます。 
具体的な名称については、従来は関係市町村の名称の一部を単純に合わせたものが

多かったようですが、最近は、その地域の歴史・文化や地理的特性、名称の知名度・

定着度、住民公募の結果等から住民の一体感を醸成しやすく、対外的にも覚えやすい

名称を選定することが多いようです。 
 
○ 新町の名称の決定方法の例 
 １ 公募方式 

各市町村の住民から名称を公募し、多数となった名称について、合併協議会で

協議・決定します。 
 
２ アンケート方式 
合併協議会小委員会（または学識・有識者からなる検討委員会）を設置し、名

称の候補を選定した上で、住民アンケート調査を実施し、上位となった名称につ

いて合併協議会で協議・決定します。 
 
３ 小委員会方式 
合併協議会小委員会を設置し、名称の候補を選定し、合併協議会で協議・決定

します。 
 
４ 各市町村持ち寄り方式 
各町村が名称案を持ち寄り、合併協議会で協議・決定します。 
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資料④ 新町の事務所の位置、支所、出張所の位置 

 

新設合併の場合は、合併関係市町村が消滅するため、合併市町村長の職務執行者が

組織機構を設置することとなりますが、その準備については、事務運営に支障が生じ

ないように合併関係市町村で十分協議を行っておく必要があります。 

新設合併の場合は、合併期日に組織条例や定数条例を専決処分で施行することにな

りますので、合併前に条例案を準備しておく必要があります。 

 

○ 本庁組織について 

地方自治法第158条第７項の規定により、住民の福祉の増進、運営の合理化、規

模の適正化などに配慮のうえ、市町村の部課について条例で定める必要があります。 

○ 支所等について 

支所、出張所の取扱いについて、その位置、名称、機構、業務内容、所管区域等

に関して、合併関係市町村で協議しておく必要があります。支所等の業務内容につ

いては、従前と変わらない窓口サービスを行うとともに、高齢者の多い地域の支所

には福祉部門を設置するなど地域事情に配慮した機能を検討することも必要です。 

なお、地方自治法第155条第２項の規定により、支所、出張所等の位置、名称及

び所管区域は、条例で定める必要があります。 

 

【参考法令】 

地方自治法第158条 

７ 市町村長は、その権限に属する事務を分掌させるため、条例で必要な部課を設けること

ができる。この場合においては、第２条第14項及び第15項の規定の趣旨に適合し、かつ、

他の市町村の部課の組織との間に権衡を失しないように定めなければならない。 

地方自治法第２条 

14 地方公共団体は、その事務を処理するに当つては、住民の福祉の増進に努めるとともに、

最少の経費で最大の効果を挙げるようにしなければならない。 

15 地方公共団体は、常にその組織及び運営の合理化に努めるとともに、他の地方公共団体

に協力を求めてその規模の適正化を図らなければならない。 

地方自治法第155条 

１ 普通地方公共団体の長は、その権限に属する事務を分掌させるため、条例で、必要な地

に、都道府県にあっては支庁（道にあっては支庁出張所を含む。以下これに同じ。）及び

地方事務所、市町村にあっては支所又は出張所を設けることができる。 

２ 支庁若しくは地方事務所又は支所若しくは出張所の位置、名称及び所管区域は、条例で

これを定めなければならない。 

３ 第４条第２項の規定は、前項の支庁若しくは地方事務所又は支所若しくは出張所の位置

及び所管区域にこれを準用する。 

【実例･通知】 

① 本法において支所と称するのは、市区町村内の特定区域を限り主として市町村事務の全

般にわたって事務を掌る事務所を意味し、土木、勧業その他特定の事務のみを分掌させる

事務所は、法にいう支所ではない。 

② 法に規定する支所である限り出張所等の他の名称を使用することは適当でない。 

③ 支所は市町村内の特定区域を限り主として市町村の事務全般にわたって掌る事務所で

あり、出張所は住民の便宜のために市役所又は町村役場まで出向かなくてもすむ程度の簡

単な事務を処理するために設置するものである。 



資料⑤ 財産の取扱い 

 

主な公有財産 

区 分 幕別町 更別村 忠類村 合 計 

土地 ㎡ 16,124,805 2,877,283 9,256,369 28,258,457
行政財産 

建物 ㎡ 171,937 71,211 40,367 283,515

土地 ㎡ 267,054 792,920 11,630,108 12,690,082
普通財産 

建物 ㎡ 2,207 1,091 641 3,939

面積 ㎡ 12,309,000 11,501,203 10,935,900 34,746,103山

林 立木貯蓄量 ｍ3 184,466 198,267 203,883 586,616

出資による権利 千円 894,863 186,382 23,507 1,104,752

有価証券 千円 58,900 61,740 15,130 135,770

土地 千円 168,105 18,971 28,549 215,625
基金 

現金 千円 3,150,142 3,470,930 1,484,727 8,105,799

 

地方債残高                               （千円） 

区 分 幕別町 更別村 忠類村 合 計 

一 般 会 計 21,100,609 5,899,942 3,643,349 30,643,900

国民健康保険 

特 別 会 計 20,684  20,684

簡 易 水 道 

特 別 会 計 859,436 68,279 628,497 1,556,212

公 共 下 水 道 

特 別 会 計 9,338,277 1,105,725 787,051 11,231,053

個別廃水処理 

特 別 会 計 582,762  582,762

 

 地方公共団体の「財産」には、公有財産、物品、債権、基金の４種類があります。 

１ 公有財産 

・ 財産のうち公有財産とされているものは、地方公共団体が保有する不動産、

特定の動産、物権、無体財産権、有価証券、出資による権利などです。 

・ 公有財産は、行政財産と普通財産に分類され、行政財産は、庁舎などの自

らの事務事業のため直接使用する公用財産と、道路、公園、学校のように住

民の利益のため共同利用させる公共用財産とに分類しています。また、特定

の行政目的がなく所有している財産を、普通財産と呼んでいます。 

・ 行政財産は、原則的に貸し付け、交換、売り払いや私権の設定ができない

のに対し、普通財産はこれらを行うことができます。 

・ 有価証券とは、株券、社債券及び地方債証券並びに国債証券その他これら

に準ずるものをいいます。 

・ 出資による権利とは、特定の法人又は組合に対して、その資本金、基金等

の一部として金銭その他の財産を提供することをいい、社団法人への出資、

財団法人への出捐金を含みます。 
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２ 物品 

・ 物品とは、地方公共団体が所有する動産をいいます。 

・ 地方公共団体が所有する物品は、多種多様であり、その使用形態、品質、

耐久度及び使用目的によって区分されています。 

・ 自動車など比較的長期間にわたってその形状又は性質を変更することなく

反復使用することができるものは備品として区分されます。 

３ 債権 

・ 地方公共団体における債権とは、金銭給付を目的とする地方公共団体の権

利をいいます。 

・ したがって、債権の範囲は、地方税、分担金、使用料等の公法上の収入金

にかかる債権、物件の売払い代金、貸付料等の私法上の収入金にかかる債権

のほか、歳出金の誤払い、過払いに基づく返還金にかかる債権など地方公共

団体が自己以外の者に対して金銭の給付を請求しうるすべての権利を含みま

す。 

４ 基金 

・ 基金とは、地方公共団体が特定の目的のために資金を積み立てるもので、

一般家庭で言う貯金のようなものです。 

・ 基金の設置に関しては、条例で設置の目的及び管理運営の方法等を明らか

にしています。 

・ 基金は、特定の目的のために財産を維持管理又は資金を積み立てる基金と、

特定の目的のために定額の資金を運用する基金の大きく二つに区別すること

ができます。 

 

 また、債務には、地方債と債務負担行為による債務があります。 

１ 地方債 

・ 地方債は、地方公共団体が公共施設などの施設建設のために、資金調達の

手段として金銭を借り入れるものです。 

・ 長期間使用する公共施設の建設費用を、現在の世代の税収だけでまかなう

のではなく、世代を超えて公平に負担していくことが主な目的です。 

・ 地方債は、実施する事業の種類により充当率（事業費に対する借入額の割

合）が定められており、借入れに当たっては、議会の議決を必要とし、かつ

市町村にあっては県知事の許可が必要となります。 

・ 市町村の借入先としては財務省や郵政事業庁などの政府資金、公営企業金

融公庫、民間の金融機関などがあります。 

２ 債務負担行為 

・ 数年度にわたる建設工事、リース契約、損失補償など、翌年度以降の支出

を、限度額と期間を定めて約束するもので、一般家庭の分割払いにあたりま

す。 
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【参考法令】 

（地方債） 

地方自治法第230条 

１ 普通地方公共団体は、別に法律で定める場合において、予算の定めるところにより、地方

債を起こすことができる。 

２ 前項の場合において、地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は

予算でこれを定めなければならない。 

（債務負担行為） 

地方自治法第214条 

１ 歳出予算の金額、継続費の総額又は繰越明許費の金額の範囲内におけるものを除くほか、

普通地方公共団体が債務を負担する行為をするには、予算で債務負担行為として定めておか

なければならない。 

（市町村の配置文豪及び境界変更） 

地方自治法第７条 

１ 市町村の配置分合及び境界変更は、関係市町村の申請に基き、都道府県知事が当該都道府

県の議会の議決を経てこれを定め、直ちにその旨を自治大臣に届け出なければならない。 

２ 略 

３ 略 

４ 第１項及び前項の場合において財産処分を必要とするときは、関係市町村が協議してこれ

を定める。 

５ 第１項、第３項及び前項の申請又は協議については、関係のある普通地方公共団体の議会

の議決を経なければならない。 

（財産の管理及び処分） 

地方自治法第223条 

１ この法律において「財産」とは、公有財産、物品及び債権並びに基金をいう。 

（公有財産の範囲及び分類） 

地方自治法第238条 

１ この法律において「公有財産」とは、普通地方公共団体の所有に属する財産のうち次に掲

げるもの（基金に属するものを除く。）をいう。 

(1) 不動産 

(2) 船舶、浮標、浮桟橋及び浮ドック並びに航空機 

(3) 前二号に掲げる不動産及び動産の従物 

(4) 地上権、地役権、鉱業権その他これらに準ずる権利 

(5) 特許権、著作権、商標権、実用新案権その他これらに準ずる権利 

(6) 株券、社債券（特別の法律により設立された法人の発行する債券を含み、短期社債等

の振替に関する法律（平成13年法律第75号）第２条第２項に規定する短期社債等に係る

ものを除く。）及び地方債証券（社債等登録法（昭和17年法律第11号）の規定により登録

されたものを含む。）並びに国債証券（国債に関する法律（明治39年法律第34号）の規定

により登録されたものを含む。）その他これらに準ずる有価証券 

(7) 出資による権利 

(8) 不動産の信託の受益権 

２ 公有財産は、これを行政財産と普通財産とに分類する。 

３ 行政財産とは、普通地方公共団体において公用又は公共用に供し、又は供することと決定

した財産をいい、普通財産とは、行政財産以外の一切の公有財産をいう。 
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資料⑥ 地域審議会の設置 

 

地域審議会とは、合併関係市町村の区域を単位として設けられ、合併市町村の施策

に関して合併市町村の長からの諮問を受け、又は必要に応じて長に対して意見を述べ

ることができる、合併市町村の附属機関です。(合併特例法第５条の４第１項、第２

項） 

したがって、２つ以上の合併関係市町村の区域を合わせて１つの地域審議会を置く

ことはできませんし、１つの合併関係市町村の区域を分割して２つ以上の地域審議会

を置くこともできません。 

また、地域審議会は、全ての合併市町村に置かなければならないものではありませ

ん。 

 

１ 任務内容 

地域審議会の任務の内容は、地域の実情に応じて協議されますが、一般的には当

該区域に係る次のような事項が考えられます。 

○ 合併市町村の長に諮問に応じて、次のような事項について意見を述べること 

・ 市町村建設計画の変更 

・ 市町村建設計画の執行状況（定期的） 

・ 当該区域を単位とする地域振興のための基金の運用 

・ 予算編成の際の事業等に関する要望 

・ 基本構想･各種計画の策定･変更 

・ 住民の行為等が規制されている地域の指定 など 

○ 必要に応じて、合併市町村の長に次のような事項について意見を述べること 

・ 市町村建設計画の執行状況（随時） 

・ 公共施設の設置･管理･運営 

・ 福祉･消防･廃棄物処理等の対人的施策の実施状況 など 

２ 設置 

地域審議会は、合併前に合併関係市町村の協議によって設置を定めることになり

ますが、地域審議会を組織する構成員の定数、任期、任免その他の地域審議会の組

織及び運営に関し必要な事項も協議によって定められます。（合併特例法第５条の

４第２項） 

これらの協議あたっては、各合併関係市町村の議決が必要であり、協議が成立し

たときは、合併関係市町村は直ちにその内容を告示しなければなりません。（合併

特例法第５条の４第３項） 

また、合併後に、合併市町村が合併関係市町村の協議で定められた事項を変更す

るときは、条例でこれを定めることとされています。（合併特例法第５条の４第４

項） 

３ 期間 

地域審議会は、合併直後の周辺地域の意見を最大限に反映させるために設けられ

た制度ですので、合併関係市町村の協議に定められた一定の期間に限って設置され

ることとされています。合併特例法第５条第８項の規定により市町村建設計画を変

更しようとするとき、合併市町村の長は、地域審議会が設置されている場合には、

あらかじめ当該地域審議会の意見を聴かなければならない旨定められていますの

で、地域審議会の設置期間は、長くても市町村建設計画の計画期間である５～10年

の期間とすることが適当と考えられます。 
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【参考法令】 

市町村の合併の特例に関する法律第５条の４ 

１ 合併関係市町村の協議により、期間を定めて合併市町村に、合併関係市町村の区域であ

った区域ごとに、当該合併市町村が処理する当該区域に係る事務に関し合併市町村の長の

諮問に応じて審議又は必要と認める事項につき合併市町村長に意見を述べる審議会（以下

「地域審議会」という。）を置くことができる。 

２ 地域審議会を組織する構成員の定数、任期、任免その他の地域審議会の組織及び運営に

関し必要な事項については、合併関係市町村の協議により定めるのものとする。 

３ 前２項の協議については、合併関係市町村の議会の議決を経るものとし、その協議が成

立したときは、合併関係市町村は直ちにその内容を告示しなければならない。 

４ 合併市町村は、第２項の協議により定められた事項を変更しようとするときは、条例で

これを定めなければならない。 

市町村の合併の特例に関する法律第５条 

７ 合併市町村は、その議会の議決を経て市町村建設計画を変更することができる。 

８ 前項の場合においては、合併市町村の長は、あらかじめ、当該合併市町村を包括する都

道府県の知事に協議しなければならない。 

９ 第７項の規定により市町村建設計画を変更しようとする合併市町材の長は、当該合併市

町村に第５条の４第１項に規定する地域審議会が置かれている場合においては、あらかじ

め、当該地域審議会の意見を聴かなければならない。 

 

 



資料⑦ 議会議員の定数、任期及び報酬の取扱い 

 

議会議員の定数、任期及び報酬 

区       分 幕別町 更別村 忠類村 

議 員 数 22人 12人 10人 

任 期 平成19年４月30日 平成19年４月30日 平成17年９月９日

議 長 330,000円 275,000円 273,000円

副 議 長 264,000円 220,000円 200,000円

常任委員長及び議運委員長 236,000円 197,000円 185,000円

報 

酬 

そ の 他 議 員 212,000円 173,000円 164,000円

住民１人当りの給与費負担額 2,316円 7,971円 11,743円

    ＊ 平成15年７月1日現在の数値です。 

 

合併特例法による選択肢 

選択肢 メリット デメリット 

・ 新町の議会体制が速やかに整うこ

と。 

・ 合併による人件費削減のメリット

が速やかに生かせること。 

・ 新町の選挙による議員数が現況よ

りかなり減り、住民の意見が十分に

反映されなくなる可能性があるこ

と。 

・ 合併前の議員が任期途中で失職す

ることで、その責務が果たせないこ

と。 

 

原 則 

 

現況   新町（17年３月） ４年後 

幕別町  22人 

更別村  12人 
26人以内 26人以内 

忠類村  10人 

          設置選挙     一般選挙 
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・ 議会体制の変化を緩和できること。

・ 現議員の任期を十分、担保するこ

とができること。 

・ 議員数が増加すること。 

・ 議員経費、人件費が増大し、合併の

趣旨に反すること。 

定数特例 

 

現況  新町(17年３月)       ４年後 

  

幕別町  22人 

更別村  12人 
26人以内 

忠類村  10人 

 

52人以内（法定数の２倍

以内） 

 

設置選挙      一般選挙 

・ 議会体制の変化を緩和できること。

・ 現議員の任期を一定期間、担保す

ることができること。 

・ 合併の趣旨である経費削減のタイミ

ングが遅れること。 

 

 

在任特例 

 

     現況    新町(17年３月) 

 

                              

 

 

幕別町 22人 

更別村 12人 

 

26人以内 

 

忠類村 10人 

44人（在任） 

 

    在任        一般選挙 

←２年以内（協議で決定）→
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【参考法令】 

（市町村の廃置分合及び境界変更） 

地方自治法第７条 

１ 市町村の廃置分合又は市町村の境界変更は、関係市町村の申請に基き、都道府県知事

が当該都道府県の議会の議決を経てこれを定め、直ちにその旨を総務大臣に届け出なけ

ればならない。 

２ （略） 

３ 都道府県の境界にわたる市町村の境界の変更は、関係のある普通公共団体の申請に基

き、総務大臣がこれを定める。 

４～５（略） 

６ 第１項の規定による届出を受理したとき、又は第３項の規定による処分をしたときは、

総務大臣は、直ちにその旨を告示するとともに、これを国の関係行政機関の長に通知し

なければならない。 

７ （略） 

 

（市町村議会の議員の定数） 

地方自治法第91条 

１ 市町村の議会の議員の定数は、条例で定める。 

２ 市町村の議会の議員の定数は、次の各号に掲げる市町村の区分に応じ、当該各号に定

める数を超えない範囲で定めなければならない。 

(1) 人口二千万未満の町村 12人 

(2) 人口二千以上五千未満の町村 14人 

(3) 人口五千以上一万の町村 18人 

(4)  人口一万以上二万未満の町村 22人 

(5)  人口五万未満の市及び人口二万以上の町村 26人 

(6)  人口五万以上十万未満の市 30人 

(7)  人口十万以上二十万未満の市 34人 

(8)  人口二十万以上三十未満の市 38人 

(9)  人口三十万以上五十万未満の市 46人 

(10) 人口五十万以上九十万未満の市 56人 

(11) 人口九十万以上の市 人口五十万を超える数が四十万を増すごとに８人を56人に加

えた数（その数が96人を超える場合にあっては、96人） 

３ 第１項の規定に基づく条例により定められた定数が人口の減少により前項の数を超え

ることとなった市町村においては、その超えることとなった日前にその期日を告示された

一般選挙により選出された議員の任期中は、当該条例により定められた定数に相当する数

をもって定数とする。 

４ 第１項の規定による議員の定数の変更は、一般選挙の場合でなければ、これをするこ

とができない。 

５ 第７条第１項又は第３項の規定による処分により、著しく人口の増減があった市町村に

おいては、前二項の規定にかかわらず、議員の任期中においても、議員の定数を増減する

ことができる。 

６ 前項の規定により議員の任期中にその定数を減少した場合において当該市町村の議会

の議員の職に在る者の数がその減少した定数を超えているときは、当該議員の任期中は、

その数を以て定数とする。但し、議員に欠員を生じたときは、これに応じて、その定数は、
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当該定数に至るまで減少するものとする。 

７ 第７条第１項の規定により市町村の設置を伴う市町村の廃置分合をしようとする場合

において、その区域の全部又は一部が当該廃置分合により新たに設置される市町村の区域

の全部又は一部となる市町村（以下本条において「設置関係市町村」という。）は、設置

関係市町村が二以上のときは設置関係市町村の協議により、設置関係市町村が一のときは

当該設置関係市町村の議会の議決を経て、あらかじめ、新たに設置される市町村の議会の

議員の定数を定めなければならない。 

８ 前項の規定により新たに設置される市町村の議会の議員の定数を定めたときは、設置関

係市町村は、直ちに当該定数を告示しなければならない。 

９ 前項の規定により告示された新たに設置される市町村の議会の議員の定数は、第１項の

規定に基く当該市町村の条例により定められたものとみなす。 

10 第７項の協議については、設置関係市町村の議会の議決を経なければならない。 

 

（地方公共団体の議会の議員の選挙区） 

公職選挙法第15条  

６ 市町村は、特に必要があるときは、その議会の議員の選挙につき、条例で選挙区を設け

ることができる。 

８ 各選挙区において選挙すべき地方公共団体の議会の議員の数は、人口に比例して、条例

で定めなければならない。ただし、特別の事情があるときは、おおむね人口を基準とし、

地域間の均衡を考慮して定めることができる。 

 

（一般選挙、長の任期満了による選挙及び設置選挙） 

公職選挙法第33条  

３ 市町村の設置に因る議会の議員の一般選挙及び長の選挙は、地方自治法第７条第６項の

告示による当該市町村の設置の日から50日以内に行う。 

 

(議員又は長の欠けた場合等の通知) 

公職選挙法第111条  

３ 地方自治法第91条第５項（議員の定数の増加）の規定により市町村の議会の議員の定数

を増加した場合においては、当該条例施行の日から５日以内にその市町村の議会の議長か

ら当該市町村の選挙管理委員会にその旨を通知しなければならない。 

 

 

（補欠選挙及び増員選挙） 

公職選挙法第113条  

１ ・・地方公共団体の議会の議員の欠員につき、第111条第１項第１号から第３号までの

規定による通知を受けた場合において、・・・・、その議員の欠員の数が次の各号に該当

するに至ったときは、・・・・・補欠選挙を行わせなければならない。 

（中略） 
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(6)  市町村の議会の議員の場合には、・・・当選人の不足数と通じて当該選挙区における

議員の定数（選挙区がないときは議員の定数）の６分の１を越えるに至ったとき。 

２ 第111条第３項の規定による通知を受けた場合においては、当該市町村の選挙管理委員

会は、選挙の期日を告示し、増員選挙を行わせなければならない。 

 

（設置選挙） 

公職選挙法第117条 

１ 市町村が設置された場合においては、市町村の選挙管理委員会は、当該市町村の議会の

議員及び長についてそれぞれの選挙の期日を告示し、一般選挙及び長の選挙を行わせなけ

ればならない。 

  

（人口に比例しない議員の定数） 

公職選挙法施行令第９条 

１ 市町村の廃置分合又は境界変更があった場合においては、関係区域を区域とする選挙区

又は関係区域を編入した選挙区において選挙すべき当該市町村の議会の議員の定数は、人

口に比例しないで決めることができる。 

 

 



 16

資料⑧ 地方税の取扱い 

 

市町村税の状況 

区      分 単位 幕別町 更別村 忠類村 

均 等 割 2,000 

非 課 税 基 準 額
円 

280,000 

200万円以下の金額 3 

200万円を超える金額 8 

個

人 
所得割 

700万円を超える金額 

％ 

 12 

１ 号 法 人 3,600,000 

２ 号 法 人 2,100,000 

３ 号 法 人 492,000 

４ 号 法 人 480,000 

５ 号 法 人 192,000 

６ 号 法 人 180,000 

７ 号 法 人 156,000 

８ 号 法 人 144,000 

均等割 

９ 号 法 人

円 

 60,000 

市

町

村

民

税 

法 

 

 

 

 

人 

法  人  税  割   14.7 

固 定 資 産 税
％ 

    1.4 

軽 自 動 車 税 円 
1,000（原付自転車） 

～7,200（自家用軽自動車）

た ば こ 税 （ 千 本 あ た り ） 円   2,977 

宿          泊 150 

日 帰 り
円 

70 
150 

入湯税 

対 象 年 齢 歳 12歳以上 ― 

都 市 計 画 税 ％ ― 

 

【参考法令】 

（地方税に関する特例）  

市町村の合併の特例に関する法律第10条 

１ 合併市町村は、合併関係市町村の相互の間に地方税の賦課に関し著しい不均衡があるた

め、又は、市町村の合併により承継した財産の価格若しくは負債の額について合併関係市

町村相互の間において著しい差異があるため、その全区域にわたって均一に課税をするこ

とが著しく衡平を欠くと認められる場合においては、市町村の合併が行われた日の属する

年度及びこれに続く５年度に限り、その衡平を欠く程度を限度として課税しないこと又は

不均一の課税をすることができる。 
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（市町村が課することができる税目） 

地方税法第５条 

１ 市町村税は、普通税及び目的税とする。 

２ 市町村は、普通税として、次に掲げるものを課するものとする。ただし、徴収に要すべ

き経費が徴収すべき税額に比して多額であると認められるものその他特別の事情がある

ものについては、この限りでない。 

一 市町村民税 

二 固定資産税 

三 軽自動車税 

四 市町村たばこ税 

五 鉱産税 

六 特別土地保有税 

（３～５略） 

６ 市町村は、前ニ項に規定するものを除くほか、目的税として、次に掲げるものを課する

ことができる。 

一 都市計画税 

二 水利地益税 

三 共同施設税 

四 宅地開発税 

五 国民健康保険税 

  



資料⑨ 一般職の職員の身分の取扱い 

 

（平成 15 年 4 月 1 日現在） 一般行政職職員数 

幕別町 更別村 忠類村 

課室名 人数 所管事項 課室名 人数 所管事項 課室名 人数 所管事項 

総務課 
庶務・人事・給与・財政・

管財・選挙・地籍 

税務課 

31人 

税務 

総務課 12人

庶務・人事・給与・財

務・防災・電算・管財・

選挙 

総務課 ６人 
庶務・人事・財政・防災・

選挙・管財 

企画室 ９人 
企画調整・広報・電算・

統計・町村合併 

企画振

興課 
７人

企画・地域振興・商工

観光・広報・統計・労

働 

企画課 ６人 

企画・広報広聴・地籍・

市町村合併・政策評価・

統計 

町民課 53人 

国保・国年・戸籍住基・

防災・環境衛生・児童福

祉、 

住民課 10人

環境衛生・公害・国

保・国年・老保・税務・

住民生活・交安防犯・

戸籍・住基 

住民課 ７人 
住民・環境衛生・医療・

税務・国保・戸籍住基 

保健福祉

センター 
21人 

高齢者・介護・栄養・保

健医療 

保健福

祉課 
13人

生保・社会福祉・介護

保険・介護支援・保健

推進・健康相談・健康

指導 

保健福

祉課 
10人 

福祉・在宅支援・保健指

導・福寿管理 

農林課 農林 

商工観光

課 

商工観光・企業誘致・労

政・消費生活 

土地改良

課 

21人 

土地改良・土地基盤整備 

農林課 ９人

農務・林務・農政・基

盤整備・畜産・ふるさ

と館 

産業課 ７人 
農政・畜産・林業・商工

観光 

土木課 土木・道路・河川 

都市計画

課 
都市計画・公園 

施設課 公営住宅 

水道課 上下水道・個別排水処理 

車両セン

ター 

44人 

道路の維持管理・除排

雪・公園維持 

建設課 ９人

土木・建築・河川・上

下水道・地籍・バス運

行・道路 

建設課 ６人 
土木・土地改良・建築・

上下水道 

教育委員

会 
30人 

学校教育・社会教育・幼

稚園・給食 

教育委

員会 
15人

学校教育・社会教育・

給食・（幼稚園含む）

教育委

員会 
６人 

学校教育・社会教育・学

校給食・記念館管理 

議会事務

局・監査

事務局 

４人 議会・監査 

議会事

務局・

監査事

務局 

２人 議会・監査 

議会事

務局・

監査事

務局 

２人 議会・監査 

農業委員

会 
４人 農地対策 

農業委

員会 
３人 農地対策 

農業委

員会 
２人 農地対策・農業振興 

会計課 ３人  出納課 ２人  出納課 ２人  

支所・出

張所 
８人 

税及び税外収納・本庁と

の連絡調整 

国保診

療所 
９人     

合 計 228人  合 計 91人  合 計 54人  

 

初任給、ラスパイレス指数 

区       分 幕別町 更別村 忠類村 

高校卒 139，500円 
初任給月額（平成15年度） 

大学卒 171，500円 

ラスパイレス指数（平成14年４月現在） 98.8 100.8 96.4 
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職名及び職務の現況並びに級別職員数 

区 分 幕   別   町 更   別   村 忠   類   村 

職 種 
行政職・保育士・栄養士・

保健師 

行政職・栄養士・保健師・

看護師 
行政職・栄養士・保健師 

表 級 職 務 

職 

員 

数 

職 務 

職 

員 

数 

職 務 

職 

員 

数 

１級 

定期的な業務を行

う職務 ２

定期的な業務を

行う職務 

定期的な業務を行う

主事補、技師補、事務生

の職務 

２級 

相当高度の知識又

は経験を必要とする

業務を行う職務 
14

相当高度の知識

又は経験を必要と

する業務を行う職

務 

７

相当高度の知識又は

経験を必要とする業務

を行う主事、技師の職務
10

３級 

特に高度の知識又

は経験を必要とする

業務を行う職務 
20

特に高度の知識

又は経験を必要と

する業務を行う職

務 

16

特に高度の知識又は

経験を必要とする業務

を行う主事、技師の職務
11

４級 
主任の職務 

32
主任の職務 

14
係長、主査、主任の職

務 
４

５級 

１ 係長、副主幹、主

査の職務 

２ 特に困難な業務

を行う主任の職務 

37

１ 主査、看護師長

２ 相当困難な業

務を行う主任の

職務 

16

重要な業務を所掌す

る係長、主査、主任の職

務 
５

６級 

１ 主幹、次長、場長、

副所長の職務 

２ 特に困難な業務

を行う係長、副主

幹、主査の職務 

92

１ 主幹の職務 

２ 相当困難な業

務を行う主査、看

護師長の職務 

16

１ 主幹の職務 

２ 重要な業務を所掌

する係長、主査の職務 12

７級 

１ 課長、参事等の職

務 

２ 重要な業務を行

う主幹、次長、場長、

副所長の職務 

16

１ 課長等の職務 

２ 相当困難な業

務を行う主幹の

職務 

10

１ 課長等の職務 

２ 重要な業務を所掌

する主幹の職務 ５

行

政

職

一 

８級 

１ 部長又は室長の

職務 

２ 重要な業務を行

う課長、参事等の職

務 

15

相当困難な業務

を行う課長等の職

務 12

重要な業務を所掌す

る課長等の職務 

７
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年齢別職員構成数 

幕別町 更別村 忠類村 幕別町 更別村 忠類村 

年

齢 男 女 計 男 女 計 男 女 計

町

村

合

計

年

齢 男 女 計 男 女 計 男 女 計

町

村

合

計

59 1 1 2 1  1  3 37 2 1 3 3 1 4 2 2 9

58 6  6    6 36 1 1 2 2 1 3 2 2 7

57 5  5 1 1 1 1 7 35 7 1 8 3  3 2 2 13

56 6 1 7 2  2 2 2 11 34 2 2    2 2 4

55 6  6 1 1 1 1 8 33 3 5 8 2  2 2 2 12

54 4  4 1 1 1 1 6 32 6 2 8 5  5 1 1 14

53 7 3 10 6  6 1 1 17 31 5 2 7 3  3  10

52 5 1 6 3 3 6 1 1 13 30 6 2 8 3 2 5 2 2 15

51 9 5 14 4 1 5 1 1 2 21 29 3 2 5 2 1 3 2 2 10

50 5 1 6 3 3 6 1 1 13 28 2 3 5 3  3  8

49 8 6 14 3  3  17 27 4 5 9 3 3 6 5 2 7 22

48 3 2 5 2 2 4 3 3 12 26 2 2 2 2 4  2 2 8

47 4 2 6   1 1 7 25 4 4 3  3 2 1 3 10

46 7 7 14 2  2  16 24 3 1 4  1 1  5

45 4 7 11 1  1 1 1 13 23 2 2    1 1 3

44 2 5 7 1  1  8 22 1 1 2    1 1 2 4

43 4 3 7   1 1 8 21     

42    1 1 2 1 1 3 20     

41 3 4 7   2 2 9 19 1 1     1

40 3  3 2 1 3 3 3 9 18     

39 3 1 4   2 2 6

38 4  4 1 1  5

合

計 

152 76 228 65 26 91 47 7 54 373
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【参考法令】 

（職員の身分の取扱い） 

市町村の合併の特例に関する法律第９条 

１ 合併関係市町村は、その協議により、市町村の合併の際現にその職に在る合併関係市

町村の一般職の職員が引き続き合併市町村の職員としての身分を保有するように措置

しなければならない。 

２ 合併市町村は、職員の任免、給与その他の身分取扱いに関しては、職員のすべてに通

じて公正に処理しなければならない。 

（一般職に属する地方公務員及び特別職に属する地方公務員） 

地方公務員法第３条 

１ 地方公務員の職は、一般職と特別職とに分ける。 

２ 一般職は、特別職に属する職以外の一切の職とする。 

３ 特別職は、左に掲げる職とする。 

 Ⅰ 就任について公選又は地方公共団体の議会の選挙、議決若しくは同意によることを

必要とする職 

 Ⅰの２ 地方開発事業団の理事長、理事及び監事の職 

 Ⅰの３ 地方公営企業の管理者及び企業団の企業長の職 

 Ⅱ 法令又は条例、地方公共団体の規則若しくは地方公共団体の機関の定める規程によ

り設けられた委員及び委員会（審議会その他これに準ずるものを含む。）の構成員の

職で臨時又は非常勤のもの 

 Ⅲ 臨時又は非常勤の顧問、参与、調査員、嘱託員及びこれらの者に準ずる者の職 

 Ⅳ 地方公共団体の長、議会の議長その他地方公共団体の機関の長の秘書の職で条例で

指定するもの 

 Ⅴ 非常勤の消防団員及び水防団員の職 

（分限及び懲戒の基準） 

地方公務員法第27条 

１ すべての職員の分限及び懲戒については、公正でなければならない。 

２ 職員は、この法律で定める事由による場合でなければ、その意に反して、降任 

され、若しくは免職されず、この法律又は、条例で定める事由による場合でなけ 

れば、その意に反して、休職されず、又、条例で定める事由による場合でなけれ 

ば、その意に反して降給されることがない。 

３ 職員は、この法律で定める事由による場合でなければ、懲戒処分を受けることがない。

（降任、免職、休暇等） 

地方公務員法第28条 

１ 職員が左の各号の一に該当する場合においては、その意に反して、これを降任し、又

は免職することができる。 

 Ⅰ 勤務実績が良くない場合 

 Ⅱ 心身の故障のため、職務の遂行に支障があり、又はこれに堪えない場合 
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 Ⅲ 前二号に規定する場合の外、その職に必要な適格性を欠く場合 

 Ⅳ 職制若しくは定数の改廃又は予算の減少により廃職又は過員を生じた場合 

２ 職員が、左の各号の一に該当する場合においては、その意に反してこれを休職するこ

とができる。 

 Ⅰ 心身の故障のため、長期の休養を要する場合 

 Ⅱ 刑事事件に関し起訴された場合 

３ 職員の意に反する降任、免職、休職及び降給の手続き及び効果は、法律に特別の定め

がある場合を除く外、条例で定めなければならない。 

４ 職員は、第16条各号（第３号を除く。）の一に該当するに至ったときは、条例に特別

の定めがある場合を除く外、その職を失う。 

 

 



資料⑩ 特別職の身分の取扱い 

 

３町村の特別職の給与及び任期 

 

職 名 

 

幕  別  町 更  別  村 忠  類  村 

908，000 円 784，000 円 820，000 円 
 

町村長 

 

岡 田 和 夫 

平成19年４月30日まで

安 村 豊 治 

平成 19 年４月 26 日まで

遠 藤 清 一 

平成18年５月19日まで

741，000 円 648，000 円 650，000 円 
 

助 役 

 

西 尾   治 

平成19年５月12日まで

江 本 信 吉 

平成 19 年５月６日まで

邊 見 敏 夫 

平成18年５月31日まで

656，000 円 570，000 円 
 

収入役 

 

小 野 成 義 

平成17年３月31日まで

上 田 敏 彦 

平成 17 年３月 31 日まで

助役兼掌 

656，000 円 570，000 円 580，000 円 
 

教育長 

 

澤 田 治 夫 

平成17年９月30日まで

岡 出 誠 司 

平成 16 年９月 30 日まで

高 橋 明 夫 

平成16年９月30日まで

＊平成 15 年７月１日現在 
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【参考法令】 

（ 町 村 長 ） 

（知事及び市町村長） 

地方自治法第139条 

（第１項省略） 

２ 市町村に市町村長を置く。 

（任期） 

地方自治法第140条 

１ 普通地方公共団体の長の任期は、４年とする。 

（第２項省略） 

（一般選挙、長の任期満了に因る選挙及び設置選挙） 

公職選挙法第33条 

（第１項～第２項省略） 

３ 市町村の設置に因る議会の議員の一般選挙及び長の選挙は、地方自治法第７条第６項の

告示による当該市町村の設置の日から50日以内に行う。 

（第４項省略） 

５ 第１項から第３項までの選挙の期日は、次の各号の区分により、告示しなければならな

い。 

（第１号～第３号省略） 

 四 指定都市以外の市の議会の議員及び長の選挙にあっては、少なくとも７日前に 

（第５号省略） 

（長の職務を暫定的に行う者） 

地方自治法施行令第１条の２ 

１ 普通地方公共団体の設置があった場合においては、従来当該普通地方公共団体の地域に

属していた関係地方公共団体の長又は長であった者（地方自治法第152条又は第252条の17

の8第１項の規定によりその職務を代理し若しくは行う者又はこれらの者であった者を含

む。）のうちからその協議により定めた者が、当該普通地方公共団体の長が選挙されるま

での間、その職務を行う。 

２ 前項の場合において協議が調わないときは、都道府県の設置にあっては総務大臣、市町

村の設置にあっては都道府県知事は、同項に掲げる者のうちから当該普通地方公共団体の

長の職務を行うべき者を定めなければならない。 

３ 第１項の場合において関係地方公共団体が一であるときは、関係地方公共団体の長たる

者又は長であった者が当該普通地方公共団体の長の職務を行う。 
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（ 助 役 ） 

（副知事及び助役の設置及びその定数） 

地方自治法第161条 

（第１項省略） 

２ 市町村に助役１人を置く。但し、条例でこれを置かないことができる。 

３ 副知事及び助役の定数は、条例でこれを増加することができる。 

（副知事及び助役の選任） 

地方自治法第162条 

１ 副知事及び助役は、普通地方公共団体の長が議会の同意を得てこれを選任する。 

（副知事及び助役の任期） 

地方自治法第163条 

１ 副知事及び助役の任期は、４年とする。但し、普通地方公共団体の長は、任期中におい

てもこれを解職することができる。 

（ 収 入 役 ） 

（出納長・副出納長・収入役及び副収入役） 

地方自治法第168条 

（第１項省略） 

２ 市町村に収入役１人を置く。但し、町村は、条例で収入役を置かず町村長又は助役をし

てその事務を兼掌させることができる。 

３ 都道府県は条例で副出納長を、市町村は条例で副収入役を置くことができる。 

４ 副出納長及び副出納長の定数は、条例でこれを定める。 

５ 副出納長及び副収入役は、事務吏員の中から、普通地方公共団体の長がこれを命ずる。

６ 出納長及び収入役は､検察官、警察官若しくは収税官吏又は普通地方公共団体における

公安委員会の委員と兼ねることができない。 

７ 第141条、第142条、第159条、第162条、第163条本文及び第164条の規定は、出納長及び

収入役にこれを準用する。 

８ 出納長及び収入役が、前項において準用する第142条の規定に該当するときは、その職

を失う。その同条の規定に該当するかどうかは、普通地方公共団体の長がこれを決定しな

ければならない。 

（第９項省略） 
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（ 教 育 長 ） 

（任命） 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第４条 

１ 委員は、当該地方公共団体の長の被選挙権を有する者で、人格が高潔で、教育、学術及

び文化（以下単に「教育」という。）に関し識見を有するもののうちから、地方公共団体

の長が、議会の同意を得て、任命する。 

（第２項～第４項省略） 

（任期） 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第５条 

１ 委員の任期は、４年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。

２ 委員は、再任されることができる。 

（教育長） 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第16条 

１ 教育委員会に教育長を置く。 

２ 教育長は、第６条の規定にかかわらず、当該教育委員会の委員（委員長を除く。）であ

る者のうちから、教育委員会が任命する。 

３ 教育長は、委員としての任期中在任するものとする。ただし、地方公務員法第27条、第

28条及び第29条の規定の適用を妨げない。 

４ 教育長は、委員の職を辞し、失い、又は罷免された場合においては、当然に、その職を

失うものとする。 

（最初の教育長の互選） 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律施行令第19条 

１ 市町村の設置があった場合においては、法第16条第２項の規定にかかわらず、最初に法

第４条の規定により教育委員会の委員が任命されるまでの間、前条第１項の規定により選

任された委員の互選により当該委員（法第12条第1項の規定により委員長に選任された委

員を除く。）のうちから定めた者を教育長とするものとする。 

 

 



資料⑪ 各種証明手数料の取扱い、補助金等の扱い 
 
各種証明手数料 

区     分 幕別町 更別村 忠類村 

住民票の写しの交付 250円 200円 250円 

印鑑登録証の交付 無  料 無  料 無  料 

印鑑登録証の再交付 300円 200円 無  料 

印鑑登録証明書の交付 250円 200円 250円 

諸税及び公課に関する証明の交付 250円 200円 250円 

 
 
 

補助金等の取扱い 

区  分 幕別町 更別村 忠類村 

商 業 幕別町商工会 更別村商工会 忠類村商工会 

助成金 27,758千円 13,819千円 9,179千円

観 光 幕別町観光協会 更別村観光協会 忠類村観光協会 

助成金  6,420千円  2,271千円 4,171千円

福 祉 幕別町社会福祉協議会 更別村社会福祉協議会 忠類村社会福祉協議会 

助成金 15,346千円  8,156千円 9,380千円

＊平成15年度当初予算より 
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資料⑫ 国民健康保険税の取扱い 

 

国民健康保険加入者等 

区 分 幕 別 町 更 別 村 忠 類 村 

被 保 険 者 数 10，083人 1,959人 1,077人

世 帯 数 4,766世帯 629世帯 422世帯

２ 号 被 保 険 者 数 3,210人 592人 362人

２ 号 世 帯 数 2,250世帯 379世帯 226世帯
※平成15年４月1日現在 

 

国民健康保険税率 

区     分 幕 別 町 更 別 村 忠 類 村 

所 得 割 8.50％ 3.80％ 3.70％

資 産 割 10.00％ 35.00％ 30.00％

均 等 割 30,000円 16,000円 24,000円

平 等 割 36,000円 22,000円 31,000円

 

医

療

分 

賦 課 限 度 額 530,000円 530,000円 530,000円

所 得 割 0.40％ 0.26％ 0.37％

資 産 割 4.00％ 3.60％ 3.00％

均 等 割 5,500円 5,300円 5,800円

平 等 割 3,500円 3,700円 4,900円

 

介

護

分 

賦 課 限 度 額 80,000円 80,000円 80,000円

 

備 

 

 

考 

 

 国民健康保険税は国民健康保険に係る費用に充てるために課する目的税で、国民健康保

険の被保険者のいる世帯の世帯主が納税義務者となる。保険税は、その年の保険事業に必

要な費用総額から補助金等を差し引いた残りを被保険者が負担するもので、３町村とも４

方式（所得割、資産割、被保険者均等割、世帯別平等割）で算定している。 

 税率は、人口や国民健康保険財源の状況に応じて決定されるため、３町村とも異なって

いる。 

※ 応益割合：被保険者均等割額と世帯別平等割額の合計額の課税総額に対する割合 

※平成15年度賦課の税率 

 

標準世帯における国民健康保険税の比較 
区     分 幕別町 更別村 忠類村 

基 礎 賦 課 分 ２８，８００円 ２１，６００円 ２３，７００円

介 護 給 付 分 ４，３００円 ５，７００円 ４，９００円

標準世帯 所得３３万円

資産税  無し

２人家族

計 ３３，１００円 ２７，３００円 ２８，６００円

基 礎 賦 課 分 ３８７，９００円 ２０４，９００円 ２４０，７００円

介 護 給 付 分 ２７，１００円 ２３，０００円 ２７，８００円
標準世帯 所得３００万円

資産税 ５万円

４人家族
計 ４１５，０００円 ２２７，９００円 ２６８，５００円

基 礎 賦 課 分 ５３０，０００円 ４２０，２００円 ４４８，７００円

介 護 給 付 分 ５１，１００円 ４０,６００円 ４８，６００円

標準世帯 所得７００万円

資産税 ２５万円

４人家族
計 ５８１，１００円 ４６０，８００円 ４９７，３００円



 29

【参考法令】 

（市町村が課することができる税目） 

地方税法第５条 

１ 市町村税は、普通税及び目的税とする。 

 （第２項～第５項省略） 

６ 市町村は、前２項に規定するものを除くほか、目的税として、次に掲げるものを課する

ことができる。 

 Ⅰ 都市計画税 

 Ⅱ 水利地益税 

 Ⅲ 共同施設税 

 Ⅳ 宅地開発税 

 Ⅴ 国民健康保険税 

 （第７号省略） 

（地方税に関する特例） 

市町村の合併の特例に関する法律第10条  

１ 合併市町村は、合併関係市町村の相互の間に地方税の賦課に関し著しい不均衡があるた

め、又は、市町村の合併により承継した財産の価格若しくは負債の額について合併関係市

町村相互の間において著しい差異があるため、その全区域にわたって均一に課税をするこ

とが著しく衡平を欠くと認められる場合においては、市町村の合併が行われた日の属する

年度及びこれに続く５年度に限り、その衡平を欠く程度を限度として課税をしないこと又

は不均一の課税をすることができる。 

２ 合併関係市町村のいずれもが市町村の合併が行われた日の前日において地方税法（昭和

25年法律第226号）第701条の31第１項第１号イ及びロの掲げる市以外の市又は町村であ

り、かつ、その人口（同ハに規定する人口をいう。以下この項において同じ。）が30万未

満である場合であって、当該市町村の合併が行われた日において合併市町村が人口の30

万以上の市であるときは、当該合併市町村に対する同号ハの規定による指定は、当該市町

村の合併が行われた日から起算して５年を経過する日までの間は行わないものとする。た

だし、当該市町村の合併が行われた日の前日における合併関係市町村の人口の状況を勘案

して政令で定めるところにより算定した人口以上となった場合は、この限りでない。 
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資料⑬ 介護保険料の取扱い 

 

介護保険料の状況 

区     分 幕 別 町 更 別 村 忠 類 村 

第 １ 段 階 17,700円 21,300 円 7,600 円

第 ２ 段 階 26,000円 31,900 円 26,400 円

第 ３ 段 階 35,400円 42,600 円 35,200 円

第 ４ 段 階 44,200円 53,200 円 44,000 円

第 ５ 段 階 53,100円 63,900 円 52,800 円

 

 

保

険

料

率 

基 準 額 35,400円 42,600 円 35,200 円

第 １ 段 階 70人 12人 11人

第 ２ 段 階 1,934人 153人 215人

第 ３ 段 階 1,864人 364人 177人

第 ４ 段 階 747人 175人 45人

第 ５ 段 階 433人 93人 41人

第

１

号

被

保

険

者

数 計 5,048人 797人 489人

そ

の

他 

平成15年度保険

料（現年度分） 
173,424千円 35,895千円 15,806千円

※平成15年度当初予算 

 

第１号被保険者保険料率の設定  （介護保険施行令第38条） 

段   階 対     象     者 保険料率の設定 

・生活保護受給者 
第 １ 段 階 

・老齢福祉年金受給者かつ市町村民税非課税 
基準額×0.5 

第 ２ 段 階 ・市町村民税世帯非課税者 基準額×0.75 

第 ３ 段 階 
・市町村民税本人非課税者 

（市町村民税世帯課税） 
基準額×１ 

第 ４ 段 階 
・市町村民税本人課税者 

（被保険者本人の合計所得金額が200万円未満） 
基準額×1.25 

第 ５ 段 階 
・市町村民税本人課税者 

（被保険者本人の合計所得が200万円以上） 
基準額×1.5 
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資料⑭ 一部事務組合等の取扱い 

 

加入先が相違する一部事務組合等 

組合の名称 
設 置 

年月日 
共同処理する事務 構成団体名 

事務所の

所 在 地

し尿処理施設の設置及び

管理運営 

幕別町・更別村 

帯広市・音更町・士幌

町・上士幌町・鹿追町・

新得町・清水町・芽室

町・中札内村・池田町・

豊頃町・浦幌町 

ごみ処理施設及び最終処

分場の設置及び管理運営

幕別町・更別村

帯広市・音更町・芽室

町・中札内村・豊頃町 

十 勝 環 境 複 合 

事 務 組 合 
S59.４.１ 

十勝川流域下水道施設の

設置及び管理運営 

幕別町 

帯広市・音更町・ 

芽室町 

帯 広 市

ごみ処理施設及び最終処

分場、し尿処理施設の設

置及び管理運営 

忠類村 

大樹町・広尾町 南十勝３町村複合 

事 務 組 合 
S44.２.４ 

火葬場の設置及び管理運

営 

忠類村 

大樹町 

大 樹 町

東 十 勝 消 防 

事 務 組 合 
S46.１.16 消防及び救急 

幕別町 

池田町・豊頃町・浦幌町
幕 別 町

南 十 勝 消 防 

事 務 組 合 
S46.２.25 消防及び救急 

更別村・忠類村

中札内村・大樹町・ 

広尾町 

広 尾 町

十勝中部広域水道

企 業 団 
S56.10.13 

水道用水の供給に関する

事業の経営 

幕別町・更別村 

帯広市・音更町・芽室

町・池田町・中札内村 

中札内村

東十勝介護認定 

審 査 会 
H11.７.１ 介護認定 

幕別町

池田町・豊頃町・浦幌町
幕 別 町

南十勝介護認定 

審 査 会 
H11.７.１ 介護認定 

更別村・忠類村

中札内村・大樹町・ 

広尾町 

広 尾 町

 

 



資料⑮ 住民負担とサービスの取扱い 
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保 健 

医 療 
老人と乳幼児、母子の方々への医療サービスの比較です。 
老人保険制度や北海道の助成制度の他、市町村独自の助成制度も行われています。 

   分 幕別町 更別村 忠類村 区   

老人保健制度（国） 75歳以上の方及び65歳以上で一定の障害がある方は医療費の1割又は2割を国が負担 

北海道の助成制度 65歳以上70歳未満で世帯要件と所得要件両方に該当する方は医療費の1割又は2割を道が負担 
老
人
医
療 町村独自の助成制度 ― ― ― 

北海道の助成制度 

18歳の年度末までの者を扶養する母親は入院のみ医療費無料（初診時一部負担金は除く） 

18歳の年度末まで れている者は入院・通院 療費無料（初診時一部負担金は除く） 

＊ただし所得制限  

扶養さ

あり

とも医

母
子
医
療 

町村独自の助成制度 
こ

と以外道に同じ 

 

成 初診時一部負担金助成 初診時一部負担金助
所得制限により道の助成対象と

― 
ただし、所得制限あり 

ならなかった者を対象にする

北海道の助成制度 
通院・・・３歳未満医療費無料（

入院・・・６歳未満医療費無料（

初診時一部負担金は除く） 

初診時一部負担 除く）  ※ただし所得制限あり 金は
乳
幼
児
医
療 

町村独自の助成制度 

所得制限なし 

初診時一部負担金助成 

所得制限なし 

ま

初診時一部負担金助成 

所得制限あり 

〈通院〉３歳以上６歳未満ま

初診時一部負担金助成 

〈通院〉３歳以上６歳未満１/２ 〈通院〉３歳以上６歳未満

助成 （H15.10月から） で医療費無料 で医療費無料 

 

 

 
 

 各種健

康診断 
各種健康診断の自己負担金の比較です。 
 

区   分 幕別町 更別村 忠類村 

人間ドック 35歳以上    ３１，５００円 40歳以上   １６，５００円 35歳以上    ２４，３９２円

胃がん検診 35歳以上     １，７００円 30歳以上    １，０００円 35歳以上     １，５００円

肺がん検診 40歳以上          ０円 30歳以上      ２００円 35歳以上       ７００円

乳がん検診 30歳以上女性     ７００円 30歳以上女性    ４００円 30歳以上女性      ８００円

脳ドック ― 40歳～69歳  １０，０００円 ― 

骨粗検診 19歳以上女性   １，０００円 30歳以上女性    ９００円 35歳以上女性     ６００円
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障害者と高齢者の方々への保健・福祉サービスの比較です。 
共通したサービスの他、市町村独自の助成制度も行われています。 

福祉サ

ービス 

障害者福祉 高齢者福祉 介護保険対象外サービス 

高齢者福祉事業 
区 

 
 

分 

重度障害者・児交通

費助成 

重度障害

者等年金 
敬老祝金 

老人クラブ等運

営助成 配食サービス

事業 

寝たきり高齢者

等移送サービ

ス事業 

特徴的な助成

制度 

幕
別
町 

－ － 
80歳～ 円 

90歳以  

（単位ｸﾗﾌﾞ） 

（連合

900,000円/団体 

毎日(昼食

自己負担300円

会が

65歳以上歩行困

級重度

委託 

・

・布団 燥サ

ービス 

 

90歳15,000

上  20,000円

2,000円/人 

会） 

･夕食) 難者、1,2

＊社会福祉協議

実施 

身障者 

３回／月 

社会福祉協議会

緊急通報サービ

ス 

洗濯乾

更
別
村 

施設通所に バス代金

全額助成 
12,000 年 

70歳～75歳10,000円 

 100歳に100,000円 

 

成 

ンティア 

手帳等

週 2回 

して実施 介護用品支

係る
円/

75歳以上に13,000円 

＊長寿祝金 
連合会に助

720,000円 

週１回（夕食） 

自己負担300円 

＊村の事業で配

送を社会福祉協

議会手配のボラ

65歳以上、障害

者、療育

所持者  

社会福祉協議会

に委託

・寝具乾燥サービ

ス 

・家族介護慰労金

支給 

急通報ｼｽﾃﾑ ・緊

・家族

給 

忠
類
村 

－ － 

 

寿 50,000円 

 100歳 100,000円 

（商品券で支給） 

60,000円/団体 

連合会 

250,000円/団体 

ス（

ス

負

負

ビス 

は

を持って訪問安否を

確

除 ービス 

下水道等及び

者温泉利用
75歳以上に20,000円

金 ＊長寿祝

 米

単位クラブ 

在宅福祉サービ 社協に委託） 

自己負担300円 

担300円 

担1,000円 

○給食サービス 

給食宅配サービ

昼食交流会自己

おせち料理自己

○訪問サー

 市街地は業者が乳製品を農村部

郵便局員が新聞

認 自己負担なし 

雪サービス 布団洗濯乾燥サ

・上

汲み取り料助成 

・高齢

移送サービス 

・緊急通報装置貸

与 

・ねたきり老人介

護手当支給 

・電動3輪、4輪車

購入助成 
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 【認可保育所】       

区       分 幕別町 
更別村 

（広域入所） 

忠類村 

（広域入所） 

３歳未満児 ４４，５００円 ３８，０００円 ４４，５００円
在籍１人目

３歳以上児 ２９，５００円 ３５，０００円 ４１，５００円

３歳未満児 ２ 円 ２，２５０ １９，０００円 ２２，２５０円
在籍２人目

３歳以上児 １４，７５０円 １７，５００円 ２０，７５０円

３歳未満児 ４，４５０円 ３，８００円 ４，４５０円

標 準 世 帯 

(前年分所得税が１４０，０００円の世帯）

在籍３人目
３歳以上児 ２，９５０円 ３，５００円 ４，１５０円

３歳未満児 ５８，５００円 ６５，０００円 ８０，０００円
在籍１人目

３歳以上児 ３ ６ ７０，５００円 ２，０００円 ７，０００円

３歳未満児 ２ ３ ４９，２５０円 ２，５００円 ０，０００円
在籍２人目

３歳以上児 １５，２５０円 ３１，０００円 ３８，５００円

３歳未満児 ５，８５０円 ６，５００円 ８，０００円

最   高   額 

幕別町  ４０８，０００円以上 

更別村  ５１０，０００円以上 

忠類村  ４０８，０００円以上 

 

在籍３人目
３歳以上児 ３，０５０円 ６，２００円 ７，７００円

３歳未満児 ３，３３０円 ６，０００円 ９，０００円
在籍１人目

３歳以上児 ２，４００円 ４，０００円 ６，０００円

３歳未満児 １，６６０円 ３，０００円 ４，５００円
在籍２人目

３歳以上児 １，２００円 ２，０００円 ３，０００円

３歳未満児 ３３０円 ６００円 ９００円

最   低   額 

（市町村民税非課税世帯） 

在籍３人目
３歳以上児 ２４０円 ４００円 ６００円

                他の保育事業】             【その  

区      分 幕別町 忠類村 

カ 所 数 ６カ所 カ所 １

へき地保育所
保 育 料

３歳未満月額７，０００円 

３歳以上月額３，５００円 
下記の表のとおり 

実施状況 － 実 施 

一 時 保 育
利 用 料

2歳以上300円/時間 

子育て支
－ 

援ｾﾝﾀｰで実施

                    【忠類村へき地保育所保育料】 

区     分 3歳児未満 3歳児以上 

生活保護法による被保護世帯 ０円 ０円 

村民税非課税世帯 ５，５００円 ４，５００円 

村民税均等割り  のみ世帯 ８，０００円 ７，０００円

村民税所得割3,000円未満世帯 １１，００ ９，０００円 ０円 

村民税所得割3,000円以上30,000円未満世

帯 
１ １２，０００円 ０，０００円 

村民税所得割30,000円以上60,000円未満世

帯 
１３，０００ １１，０００円 円 

村民税所得割60,000円以上世帯 １４，０００円 １２，０００円 

ただし、本村に住所を

有する保育児童2人以

上を入所させた場合は

第２子以降の保育料は

月額の２/３の額とする

 
保育所 ３町村の認可保育所等における３階層別での月額保育料です。なお、更別村、忠類村については現在認可保

育所がないため、他町村保育所利用の料金です。 
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区   分 幕別町 更別村 忠類村 

入園料 ３，０００円 ３，０００円 － 

授業 /月 ６  

授業料  ６，０００円 

延長保 ００円 

特別保育 ０円 

料（保育料） ，５００円 育 ２，５

 １，００

－ 

 
 
 
 

区   分 幕別町 更別村 忠類村 

小学校 
３６，８６０円 

(＠194×190日)

４１，０００円 

(＠200×205日) 

４０，０００円 

(＠200×200日)（
年
額
） 

給
食
費 

中学校 
４４，６５０円 

（＠235×190日）

４９，２００円 

（＠240×205日） 

４７，６００円 

200日)(＠238×

 
 
 
 
 
 

区      分 幕別町 更別村 忠類村 

可 燃 ごみ 
〈農 村〉月１回 〈農 村〉週１回 〈農 村〉４週２回 

〈市 街地〉週２回 〈市 街地〉週２回 〈市 街地〉 週２回 

不 燃 ごみ 
〈市 街地〉週１回 

〈農 回 

〈市 街地〉週１回 

〈農 回 

〈市 街地〉 週１回 

〈農 回 村〉週１ 村〉週１ 村〉４週１

幕
別
町 

営しており、家

庭系資源ごみの収集及び持

ち込みによる受け入れを行っ

ている。 

平成９年度からごみの減量

化を目的に運

大型ごみ 
〈市 街地〉年２回 

〈農 村〉年２回 

〈市 街地〉年６回 

〈農 村〉年３回 

〈市 街地〉 週２回 

〈農 村〉４週１回 

金 属 ごみ 不   燃ごみとして処理
〈市街地〉年２回 

〈農 村〉年２回 
不燃ごみとして処理

収 

集 

回 

数 

資 源 ごみ 
〈市 街地〉週１回 〈市 街地〉月２回 〈市 街地〉 週１回 

〈農 村〉週１回 〈農 村〉月２回 〈農 村〉４週１回 

収 集 方 法  ステーション方式 
〈市街地〉軒先・ｽﾃｰｼｮﾝ

〈農 村〉ｽﾃｰｼｮﾝ 
ステーション方式 

更
別
村 

ており、家庭系資源

ごみ及び生ごみ等の持ち込

みによる受け入れを行ってい

る。 

平成４年度からごみの減量

化と資源の有効利用を目的

に運営し

収 集 体 制   委   託 委   託 委  託 

― ― 
可燃ごみ 

不燃ごみ 
― 

1

― 

0ℓ容器    40円 

20ℓ容器    80円 

30ℓ容器   120円 

45ℓ容器   160円 

家

庭

み

系

ご

 

収
集
料
金 

大型ごみ ― 
45ｌ容器 収 いも

の
― 

に まらな

         500円 

リ
サ
イ
ク
ル
セ
ン
タ
ー 

忠
類
村 

南十勝3町村複合事務組合

で運営している。 

                 ※平成15年10月１日施行 

 
ご み 
収 集    

３町村のごみの収集回数や方法などの比較です。 
幕別町・更別村は「十勝環境複合事務組合」に加入し帯広市の「くりりんセンター」で処分されています。忠類村

は「南十勝３町村複合事務組合」に加入し、組合が管理運営する施設で処分されています。 

 
公設幼稚園授業料（保育料）の比較です。 幼稚園 

 
３町村の給食費の比較です。 給食費 
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除 雪  

３町村の除雪車の出動基準や出動状況の比較です。 

 
 

区       分 幕別町 更別村 忠類村 

幹 線 道 路 １０ｃｍ １０ｃｍ ８ｃｍ 除雪車出動基準 

（降雪㎝） 生 活 道 路 １０ｃｍ １０ｃｍ ８ｃｍ 

除雪車道 

総延長 
５１６．０㎞ ２３５．０㎞ １  ３６．２km

除 雪 範 囲

除雪車道率 ７４％ ６３％ ８２％ 

除 雪 体 制
貸与・借上車両

数 
51台(貸与10台、借上41台) 7台（貸与4台・借上3台） 

8台（貸与4台・借上4

台） 

除雪の概要 

（平成１４年度） 

除 雪 費 委託料等 １１  ３  ２  総額 ０，９６９千円 ４，４０３千円 ３，７３３千円

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 

 

4,494円
4,000円

2,810円

2,446円
2,800円

2,980円

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

幕別町 更別村 忠類村

（円） 水道料金 下水道料金

 
 

 
 

区   分 幕別町 更別村 忠類村 

基本料金 １０㎥まで２，４６７円 １０㎥まで２，０００円 ８㎥まで１，１３０円 
水 
道 従量料金 

（１㎥） 
２０５円 ２００円 １４０円 

整備方式 

本町地区 共下水

道事業（S50～H20） 

札内地区―流域

道事業（

更別地区 下水

道（Ｈ９～H20） 

上更別地区－農

水事業（

農業集落排水事業 

 上・下

水 道 
モデルケース（２０㎥／月を使用した場合）における３町村の水道・下水道料金の比較です。 
忠類村では、更別村及び大樹町の水道を利用している世帯があります。 

6,940 円 6,800 円

5,790 円

―単独公

関連下水

S59～H22） 

―特定環境

業集落排

H１１～Ｈ１５） 

（Ｈ６～Ｈ１２） 

普及率 ８３．９％ 更別地 ３％ 区 ７８． ８７．３％ 

基本料金 １０㎥まで１，２１８円 １０㎥まで１，４００円 ８㎥まで1，3００円 

従量料金 

（１㎥） 
１４０円 １２２円 １４０円 

農家地区の 

整備状況 

個別排水処理施 備事

業（Ｈ８～Ｈ１５） 

個別排水処理施

業（Ｈ１４～Ｈ２３） 

個別排水処理施 備事

業（Ｈ１２～Ｈ１５） 

設整 設整備事 設整

整備基数 ２８２基 ２２基 ４７基 

下
水
道 

使用料（  
人槽区分により 

２，６００円～１３，６００円

人槽区分により 

４，０００円～６，０００円 
２，５６０円 月額）

＊３町村とも  

 

家事用で算出しています。

 37




